様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

訪問介護サービス提供体制確保支援事業費補助金交付申請書

第　　　　　号

　令和７年　９月　16日

静岡県知事　　鈴木　康友　　様

法人の所在地　静岡市葵区追手町9番6号
法人名　株式会社静岡県庁
代表者職・氏名　代表取締役　静岡　太郎
　　令和７年度において訪問介護サービス提供体制確保支援事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,181,000　　　　円

　　（補助金所要額）　　　　　（補助金に係る消費税仕入控除税額等）　　　　　（補助金額）　

　　　1,181,000　円　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　0　円　＝　　　1,181,000　円

口座振替先　金融機関名　　静岡県庁銀行
　　　　　　　支店名　　　県庁支店
　　　　　　　口座種別　　普通預金
　　　　　　　口座番号　　1234567
　　　　　　　口座名義人（カナ）　ｼｽﾞｵｶｹﾝﾁｮｳ　ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ　ｼｽﾞｵｶﾀﾛｳ
（注）以下の項目についても記載すること。

責任者　職・氏名　代表取締役　静岡　太郎
作成者　職・氏名　課長　　　　静岡　次郎
様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

補助金所要額調書（補助金精算書）
（人材確保体制構築支援事業）（経営改善支援事業）

	対象経費名
	総事業費
Ａ
	寄附金その他の収入額
Ｂ
	補助対象経費
（千円未満切捨て）
Ｃ
	補助基準額
Ｄ
	消費税仕入控除額税額等
Ｅ
	補助所要額
Ｆ

	研修体制の構築の支援
	56,800円
	0円
	56,000円
	100,000円
	0円
	56,000円

	経験年数が短い
ホームヘルパー等への
同行支援
	97,500円
	0円
	97,000円

	97,000円
	0円
	97,000円

	合計
	154,300円
	0円
	153,000円
	197,000円
	0円
	153,000円


事業所名（　　介護保険課　　　）
サービス種別（　　　訪問介護　　　）
（注）

１　寄附金その他の収入があるときは、補助金の額の算定に当たり、総事業費から当該寄附金その他収入の額を控除するものとする。

２　Ｃ欄には、Ａ欄からＢ欄を差し引いた金額のうち、補助対象経費となる経費の合計金額を記入すること。

３　Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較していずれか少ない方（千円未満切捨て）の金額を記入すること。

  様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４横型）

補助金所要額調書（補助金精算書）
（人材確保体制構築支援事業）（経営改善支援事業）
	対象経費名
	総事業費
Ａ
	寄附金その他の収入額
Ｂ
	補助対象経費
（千円未満切捨て）
Ｃ
	補助基準額
Ｄ
	消費税仕入控除額税額等
Ｅ
	補助所要額
Ｆ

	経営改善の支援
	615,000円
	0円
	615,000円
	400,000円
	0円
	400,000円

	小規模法人等の
協働化・大規模化の
取組の支援
	1,150,000円
	0円
	1,150,000円
	400,000円
	0円
	400,000円

	介護人材・利用者確保のための広報活動に

係る支援
	228,700円
	0円
	228,000円
	300,000円
	0円
	228,000円

	合計
	1,993,700円
	0円
	1,993,000円
	1,100,000円
	0円
	1,028,000円


事業所名（　　介護保険課　　　）
サービス種別（　　　訪問介護　　　）
（注）

１　寄附金その他の収入があるときは、補助金の額の算定に当たり、総事業費から当該寄附金その他収入の額を控除するものとする。

２　Ｃ欄には、Ａ欄からＢ欄を差し引いた金額のうち、補助対象経費となる経費の合計金額を記入すること。

３　Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較していずれか少ない方（千円未満切捨て）の金額を記入すること。
様式第３号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

事業計画書（変更事業計画書）
１　事業の内容

	区　　分
	内　　　　　　容
	実施（予定）

時期
	備　考

	人材確保体制構築支援事業

経営改善支援事業
	●研修体制の構築の支援

・研修計画の作成

・各種支払

●経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援

　・静岡　三郎

　　30分未満×15回

　・静岡　四郎

　　30分以上×15回

●経営改善の支援

　・コンサル会社との契約

　　　　　　　　　　支払

●小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援

　・協働化に向けた資料作成

　・各種支払

●介護人材・利用者確保のための広報活動に係る支援

　・チラシ作成依頼

　・配付期間

　・依頼事業者への支払
	Ｒ７.10頃

Ｒ８.１頃

Ｒ７.６

　～Ｒ７.８

Ｒ７.９

　～Ｒ７.10

Ｒ７.11頃

Ｒ８.２頃

Ｒ７.11頃

Ｒ８.２頃

Ｒ７.５頃

Ｒ７.６

　～Ｒ７.９

Ｒ７.９頃
	


２　事業完了（予定）年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年　２月　15日

（注）変更事業計画の場合は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記載すること。
　　　

様式第４号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）
１　収入の部

	区分
	予算額

（変更予算額）

（決算額）
	（予算額）
	比較
	備考

	
	
	
	増
	△減
	

	静岡県

補助金

事業所

負担金
	1,181,000円

967,000円
	円
	円
	円
	

	計
	2,148,000円

	
	
	
	


２　支出の部

	区分
	予算額

（変更予算額）

（決算額）
	（予算額）
	比較
	備考

	
	
	
	増
	△減
	

	研修体制の構築

若手職員の

同行訪問

経営改善の支援

協働化・大規模化支援

広報活動に

係る支援


	56,800円

97,500円

615,000円

1,150,000円

228,700円


	円
	円
	円
	

	計
	2,148,000円
	
	
	
	


記入例





記入例





記入例





記入例





記入例








事業区分毎に作成する。


※「人材確保体制構築支援事業」と「経営改善支援事業」の両方を申請する場合は、様式第２号は１事業所につき２枚必要になる。


「経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援」における対象経費の考え方。


○対象者が２人のケース


・30分未満が15回


＝2,500×15＝37,500①


・30分以上が15回


＝4,000×15＝60,000②


①+②＝97,500（A総事業費）


　　 ＝97,000（B補助対象経費）


※基準額も同様に97,000とする。


余裕ををもった日付とする。


※前倒しになる分には、変更申請は不要。


　（上記の実施予定時期も同様）


補助金と事業所負担額の合計を記載。


収入の部と支出の部の計は、同じ値となる。





